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規制緩和と内外価格差＊
田中茂和
I.はじめに
最近、公的規制に対する緩和圧力がとくに高まっている。その背景として
しばしば挙げられるのは財政赤字の削 図1 許認可事項数の推移
減、経済の活性化、内外価格差の是 件
正1)、日米貿易不均衡の解消などであ
る。公的規制はそもそも「アメとム
チ」といった形態をとることが多い。
一方に「ムチ」として立法措置を背景
とした直接的な規制や各省庁による
「行政指導」という名の統制措置があ
り，他方において直接補助金， 助成
金，租税・融資上の優遇措置といった
「アメ」が配られる。
規制がいかに数多くさまざまな分野
で行なわれているかを端的に物語る数
字としてよく取り上げられるは，政府
各省庁の許認可事項数である。図 1が
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＊本論文は関西大学経済・政治研究所公開講座 (1994年12月14日）における「政府規
制の功罪：市場の失敗か政府の失敗か」のタイトルでの講演をもとに加筆・訂正し
てまとめられたものである。
1)円高差益の還元と内外価格差の是正とは似て非なるものである。円高と国内物価
との関係については白川 (1994)第3章を参照。
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示すように，許認可事項数は年々増えつづけ，現在では 1万件をこえる規模
に至っている。省庁別では通産省，運輸省，大蔵省，農水省，厚生省の 5省
庁が多く， それらだけで 7千件に及び， 許認可事項数の 60;,lる強を占めてい
る（表 1参照）。 5省庁の突出はエネルギー，流通，運輸，金融，農業，薬品
などの分野における各種規制のはんらんぶりを示している。
公的規制が強く行なわれているこれらの分野は日本に固有なわけではな
い。主要先進諸国でその分野は共通している。運輸， 電気通信， エネルギ
表 1 省庁別許認可事項数の推移
第 1塁回第2回悶第3回第4回第5回第6回＇I第 7回間第8回 1 
85.12 87. 3. 88. 3. 3189. 3. 31 90. 3. 3191. 3. 31 92. 3. 93. 3. 31 
現 現 現在現在現在現在現 現在
練理府本府 27 27 29 :；I 32 32 33 33 公正取引委員会 26 26 26 28 26 26 26 
国家公安委員会 81 95 97 100 100 99 114 134 
総 務 庁 29 29 
2891 | ! 
34 34 34 34 37 
北海道開発庁 26 26 31 31 31 31 32 
防 衛 庁 26 26 31 31 31 31 31 
経済企画庁 26 26 26 31 31 31 31 31 
科学技術庁 218 260 263 291 291 298 298 303 
環 境 庁 149 149 156 159 162 164 165 188 
沖縄開発庁 27 27 27 32 32 32 32 32 
国 土 庁 81 81 81 86 86 86 89 89 
法 務 省 146 146 148 149 153 154 166 172 
外 務 省 37 37 39 42 46 46 50 53 
大 蔵 省 1, 116 1, 134 1, 143 1,173 1, 195 1,210 1,238 1,387 
文 部 省 310 308 317 314 315 312 322 333 
厚 生 省 936 945 985 1,015 1,033 1,106 1,170 1,221 
農林水産省 1,263 1,256 1,270 1,270 1,299 1,315 1,357 1,427 
通商産業省 1,870 1,886 1,883 1,900 1,908 1,916 1,915 1,986 
運 輸 省 2,017 1,976 1,977 1,962 1,988 1,966 1,966 1,893 
郵 政 省 265 273 279 284 306 308 313 319 
労 働 省 532 559 563 560 559 565 579 631 
建 設 省 742 770 776 804 808 842 870 910 
自 治 省 104 107 108 113 113 113 114 134 
（資料）東洋経済 (1994)。
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ー，金融，といったサーヴィス部門では公的規制は一般的なのである。
本論文のねらいは，規制緩和を求める理由のひとつである内外価格差の是
正の妥当性を吟味することにある。いいかえると，公的規制の存在が内外価
格差の存在とどのように結びついているのかを明らかにする。
ところで内外価格差問題が広く論議されるきっかけを作ったのは1986年に
策定されたいわゆる「前川レポート」（正式には「国際協調のための経済構
造調整研究会による報告書」）である。しかし，「前川レポート」において内
外価格差については農業政策のところで扱われており，内外価格差問題はコ
メをはじめとする農産物の内外価格差にとどまっていた。その後1989年に開
催された日米構造協議における 6つのテーマのうち， 「価格メカニズム」の
テーマで，公的規制の存在が，消費者にとって円高メリットの享受を妨げて
いるとの米国側の指摘にはじまり，農産物にとどまらず，さまざまな分野で
「内外価格差」問題が論じられるに至った。
そもそも小売物価の国際比較調査は毎年，経済企画庁物価局により行なわ
れ，その結果は『物価レポート」に発表されている。初めて内外価格差問題
を取り上げたのは「物価レポート '89』であった。
他方，規制緩和との関連では，いわゆる「行革審」（行政改革推進審議会）
がある。 1983~1986年の第 1次行革審， 1986~1990年にかけての第 2次行革
審，そして1990年から1993年にかけて第 3次行革審が設置された。規制緩和
との関連では， 第2次行革審の時に「公的規制の緩和等に関する答申」が
1988年に出されている。最近の規制緩和への取り組みとの関連では1993年
に経済改革研究会の出した『規制緩和について」（中間報告）と「経済改革に
ついて」（最終報告）がある。これらは「平岩レボート」と呼ばれる 2)。そこ
では公的規制の実態が明らかにされ，規制緩和の方策をさぐり，規制緩和を
実効あるものとするため法律に基づく第三者機関の設置が提言されている。
まず， 公的規制を「経済的規制」 と「社会的規制」の二つに分類してい
る。経済的規制には需給調整の観点から行われている参入規制，設備規制，
2)「平岩レボート」の全文は例えば，中谷・太田 (1994)の末尾に収録されている。
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輸入規制，価格規制が含まれる。 これらの規制に関しては， 「原則自由・例
外規制」を基本としてできるかぎり早い時期に廃止する方針が打ち出されて
いる。
次に社会的規制というのは，安全・健康の確保，環境の保全，災害の防除
といった社会的見地から行われる規制を指しており，これについては「自己
責任」を原則として必要最小限の規制内容とし，その透明な運用を行う考え
が打ち出されている。最後に，このような規制緩和を実効あるものとするた
め，法律に基づく強力な第三者機関の設置を提言している。
I.政府規制の実態と功罪
我が国における政府規制の実態については，経済改革研究会がとりまとめ
たものがある（表2参照）。
これをみると，規制分野の全産業の付加価値に占めるウェイトは40彩程度
である。なかんづく，流通部門（卸・小売業）のウェイトは約12彩であると
ともに，サーヴィス部門での規制のウェイトは明らかに大きい。政府規制の
強い分野，とりわけ内外価格差に関係する分野を中心に現行規制の根拠をと
りまとめたのが表3である。
表3によると，現行規制の根拠としてほぽ共通しているのは公共性重視に
よる参入・価格規制である。政府規制が求められる理由は概して二つに分類
されよう。一つは規模の経済性，範囲の経済性，ネットワークの経済性など
から発生する費用逓減性である。これは「自然独占」のケースとして知られ
る。かくして，ガス，電気，水道，鉄道，電気通信などの大規模ネットワー
クを有する産業が強く政府規制分野に属する大きな理由である。すなわち，
独占的弊害を除去し，公共の利益を守ることが規制の根拠となる。
いま一つは外部性， 公共性， 情報の非対称性といったものである。例え
ば，外部性からは環境保護や安全上の観点からの規制，つまり外部不経済の
解消をはかるために規制が行われる。また， 公共性からは道路や学校など
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表2 政府規制の概要と規制対象分野のウェイト
当該産業に
占める規制
業＼預喜諏干のウェ
(198 度）（1988年度）
建設業| 1.21 100.ol建設業
金融・保 5.51 100.0銀行
険・証巻
証券
生命保険
損害保険
電カ・ガ 2. 91 100. 0電気袖炉 農鷹酎
蘊
業|o.31 100. ol 
6. si 95. 31鉄道
旦
〔旅客〕
〔貨物〕
電気通信
温尉］は＼髭
〔一般第二種〕届出 なし
塁羞•水I 3・01 -1ず、ら 闘塁饂
サー ビス 20. 51 54. 5 
1 保証 I 
環境衛生関係営
業の適正化に関
する法律旅館 -...』
弁護
製造業 28. 01 16. 8船舶製造 届出
石油製造 許可
たばこ製造 法定独占
不動産 9.51 3.6不動産業 免許 宅地建物取引業法
公務 3.61 0.0 
卸小売業 12.41 -
全産業| 100.0 40.8: 
（資料）中谷・大田 (1994)。
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表3 物価に関連する政府規制の例
項 目 | 規制の方法 I 規制の目的
米 ・政府米， 自主流通米を通ず ◎安定供給の確保
（食糧管理法） る需給調整を実施 ◎生産者，消費者に対する
・政府米について買入・売渡 価格の安定
価格を設定 ◎生産者に対する生産費所
・政府の許可の下，輸入する 得補償
ことはできるが，基本的に ◎消費者家計の安定
は国内産で自給する方針
小麦 •国内産麦については自由な ◎安定供給の確保
農 （食糧管理法） 民間流通を前提としつつ， ◎生産者，消費者に対する
最低生産者価格による政府 価格の安定
買入を実施 ◎消費者家計の安定
•国内需要量のうち国内産の ◎生産者に対する最低価格
不足量を政府が輸入 保証
牛肉 ・畜産振興事業団による売買 ◎国産牛肉価格の安定
産 （畜産物の価格安定 により市場価格を上限価格 ◎畜産の振興，国民の食生
等に関する法律） （安定上位価格）と下限価 活の改善
格（安定基準価格）の間に ◎安定供給の確保
維持
砂糖 ・蚕糸砂糖類価格安定事業団 ◎輸入糖，国産糖の砂糖価
物
（砂糖の価格安定等 による売買により，輸入糖 格の安定
に関する法律） の価格を安定価格帯の中に ◎生産者の所得の確保
維持し，かつ輸入糖の価格 ◎安定供給の確保
と国産糖の価格調整を実施
・甘味資源作物については．
最低生産者価格を決定
指定乳製品 ・畜産振興事業団による売貿 ◎価洛の安定
（加工原料乳生産者 により価格を一定水準に安 ◎酪農及びその関連産業の
補給金暫定措置法） 定させる 健全な発達の促進
◎国民の食生活の改善
工 電力 ・価格規制•••料金の認可制 ◎電気使用者の利益保護
ネ （電気事業法） （公聴会の開催が必要） ◎電気事業の健全な発達
9レ ・参入規制•••許可制 ◎公共の安全の確保と公害ギ
I 防止
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項 目 I 規制の方法 I 規制の目的
工 都市ガス 1 ・価格規制•••料金の認可制 ◎ガス使用者の利益保護
ネ （ガス事業法） （公聴会の開催が必要） ◎ガス事業の健全な発達Jレ
ギ ・参入規制…許可制 ◎公共の安全の確保と公害
I 防止
鉄道 ・価格規制・・・運賃・料金の認 ◎鉄道利用者の利益の保護
（鉄道事業法） 可制 ◎鉄道事業の健全な発達
（一定の条件の範囲内の割 ◎安全で安定した良質な輸
引運賃等については届出） 送サービスの提供
・参入規制•••免許制
バス I.::制•運賃・料金の認 ◎事業の適正な運営及び公
（道路運送法） 正な競争を確保
運 ・参入規制•••免許制 ◎道路輸送に関する秩序を
確立
◎安全で安定した良質な輸
送サービスの提供
タクシー ・価格規制…運賃・料金の認 ◎事業の適正な運営及び公
（道路運送法） 可制 正な競争を確保
輸 ・参入規制•••免許制 ◎道路輸送に関する秩序を
確立
◎安全で安定した良質な輸
送サービスの提供
航空 ・価格規制…運賃・料金の認 ◎航空利用者の利益の保護
（航空法） 可制 ◎航空事業の秩序の確立
・参入規制•••免許制 ◎安全で安定した良質な輸
送サービスの提供
電気通信 ・価格規制…第一種 認可 ◎電気通信の健全な発達
（電気通信事業法） 特別第二種届出 ◎電気通信サービスの円滑
電 一般第二種 自由 な提供を確保
・参入規制•••第一種 許可 ・不採算等を理由として電
気 特別第二種登録 気通信サービスが供給さ
通 一般第二種届出 れない地域等が出現する
信 ことを防止
◎電気通信利用者の利益の
保護
26(498) 第 39巻第 6 号
項 目 I 規制の方法 I 規制の目的
たばこ ・価格規制・・・小売定価の認可 ◎事業の健全な発展
（たばこ事業法） 制（当分の間） ◎小売販売業者への激変緩
た JTの小売販売 和
業者への最高販
ば 売価格の認可制
・参入規制…国内製造たばこ
こ の製造独占
小売販売業の許
可制（当分の間）
類酒 酒類 ・参入規制•••製造及び販売の ◎酒税の保全
免許制 ◎到酔性飲料管理への寄与
！流通 ①届出制（第一種，第二種大 ◎消費者利益の保護に配慮
i （大規模小売店舗 規模小売店） ◎周辺中小小売業の事業活
法） ②周辺中小小売業者との個別 動の機会を適正に確保
流 調整 ◎小売業の正常な発展
＜調整項目＞
・開店日，店舗面積，閉店時
通 間，休業日数
（なお，大店法以外に地方
公共団体による独自規制あ
り）
（資料）経済企画庁 (1994)。
利用の排除不可能性や消費の集団性といった公共財としての性格が強調され
る。
ところで政府規制が必要となるのは「市場の失敗」が生じる場合である。
他方， 規制緩和が求められる場合， 規制がもたらす費用と危険が強調され
る。そこで以下では「市場の失敗」と「政府の失敗」について交通産業を例
にとって論じよう。
市場の失敗はいくつかの理由から生じるが，交通産業においては「市場の
失敗」をもたらす理由で特に重要なのは， 「規模の経済性」と「情報の不完
全性」である。さらに，規模の経済性に付随して「範囲の経済性」が重要な
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ファクターとなる。
まず，規模の経済性が存在する場合，明らかに企業規模が大きいほど生産
コストが小さくなるから，市場構造が独占ないしは寡占的なものとなる。交
通産業における寡占産業の典型例の一つとして，航空産業が挙げられよう。
規模の経済性が極めて強く作用する分野では，複数の企業が生産するより一
つの企業に生産をまかせた方が社会的により安い費用で生産できる。これは
「自然独占」と呼ばれる。
ところで独占は，一般的に二つの損失をもたらす。第一に，独占的市場支
配力をもつ企業は，超過利潤を得るために料金をつり上げる。その結果，社
会的需要量が過小となって資源配分の効率性が損なわれる。第二に，こうし
た独占的な価格設定により， 高い料金を支払う消費者から， 独占利潤を得
る生産者へと所得が再分配される。その結果，所得分配の公平性が阻害され
る。
このように，規模の経済性が大きいと考えられる一ーそれは初期投資規模
が巨大であり， したがって，固定費用の存在が大きいことを意味する—交
通産業においては，こうした独占的弊害をさけることが，政府規制を必要と
する理由である。我が国の鉄道や航空をはじめとする種々の運賃規制は，こ
のような独占的行動を抑制する，いいかえると，公共の利益を守ることが表
向きの理由である。
しかし， 「コンテスタビリティの理論」によれば， 航空産業のように参入
・退出の費用が小さくてすむ産業では，実際に独占ないしは寡占状態が成立
しても，新規参入の可能性さえ存在すれば，競争的な料金が成立し，したが
って資源配分の非効率性は生じないといわれる。
第2に交通産業では，複数路線サーヴィス，そして，グリーン車，普通車
やファースト・クラス，ェコノミー・クラスといった複数のサーヴィスを同
時に提供したり，不動産業やリゾート開発事業など関連産業を兼業すること
が多い。これは「範囲の経済性」の存在を物語っている。つまり，一つ一つ
のサーヴィスを別個に提供するよりも，それらのサーヴィスを一企業が同時
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に提供したほうが規模の経済性に加えて，費用がより小さくてすむ，という
ことである。
多種類のサーヴィスを一企業が同時に提供することはそのサーヴィスの消
費者（利用者）にとって利便性があり，その生産者（提供者）にとっても，
設備，機材，人材などの有効利用を図ることにつながる。
「範囲の経済性」それ自体は市場の失敗を招くものではないが，通常，「規
模の経済性」と同時に存在することが多い。したがって，共通費用を多種の
サーヴィスに配分する基準が明確に存在しない以上，それぞれのサーヴィス
の価格が正当であるか否かを判断することは難しくなる。
第3に，交通産業では規模の経済性が小さく，多数の企業が競争している
場合でも，参入規制や価格規制がとられていることが多い。例えば，タクシ
ーがその典型であろう。
交通産業は基本的にサーヴィス産業である。もし，このサーヴィスの質に
関しで情報の不完全性が存在し， したがって価格（料金）が消費者（サーヴ
ィス利用者）にとってそのサーヴィスの質や量を正しく表すシグナルとなら
なければ，たとえ競争産業であってもこれらの規制が必要となる，という主
張は簡単にはしりぞけられない。悪質なタクシー運転手の横行を排除すると
か，競争激化による航空輸送の安全性の低下を回避するために規制が必要で
あるという主張ができよう。
このように，規模の経済性や情報の不完全性によって「市場の失敗」が発
生する場合に，政府によるなんらかの規制が必要とされ，正当化されうる。
しかし，正当化できても，最近，問題となっているのは規制によって種々の
弊害（政府の失敗）を伴うことである。
政府の失敗が生じる理由は第 1に，規制を行う政府の行動が，政治プロセ
スで歪められることにある。政府規制の必要性は公共の利益が損なわれない
ように一厳密にいえば公共の利益を最大にするように一，企業の独占的
行動を制御することにあった。しかし，議会制民主主義の下では規制によっ
て利益をうける圧力団体が，経済全体の効率性の観点からではなく，自分た
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ちが有利になるように，議会に働きかけることができるし，議員はその政治
生命の存続のため—いわゆる得票田のため一一囁岳会を通じて政府に働きか
ける。つまり，政府規制が生じるプロセスは，規制によって利益をうける圧
力団体が行なう政治活動に依存する。したがって，このような政治活動が功
を奏すれば，規制料金が不当に高くなり，資源配分の非効率性と所得分配の
不公平性をもたらすことになる。
もちろん，生産者（供給者）と同時に消費者（利用者）も政治活動を行っ
て，料金の値上げに対抗しうる。しかし，政治活動には費用がかかるし，消
費者の受ける利益は広く，うすく，分散する場合が多く，たとえ消費者全体
の利益が大きくても，政治活動コストに比ぺて一人当たりの利益はわずかで
あるから，消費者の政治活動はどうしても不活発になる。例えば為替差益還
元の場合，特定の業界（電力とガスなどのいわゆる公共料金）に生じた巨額
の為替差益を一世帯当たりに直すと，大した額にならぬことはその典型であ
ろう。
したがって，規制を求める側とそうでない側との間では生産者（供給者）
サイドの力が強くなり，本来，消費者のために存在するはずの規制が，とも
すれば供給者の利益を保護することになりやすい。
第2に，規制の弊害は情報の不完全性から生じる。規制措置を講ずる政府
が被規制企業の技術や需要について完全な情報をもっていれば，規制は極め
て容易であり，どのような規制措置を選択しようと同一の規制効果を得るこ
とができる。
しかし，実際には，規制を行うためには必要な技術水準や需要構造などに
関する情報は複雑で正確に把握することはできない以上，情報は不完全であ
る。とはいえ，情報が不完全でも企業も政府も全く同じ不確実性に直面して
いるのなら，完全情報の場合と変わらない。もっとも情報の非対称性がある
場合は問題となる。例えば，政府が企業のもっている情報を知らない場合が
考えられる。なぜなら規制を求める企業は自己に有利な情報しか政府に伝え
ようとしないであろうからである。
30(502) 第 39巻第 6 号
交通産業における「規模の経済性」は，それが設備産業であることから生
じる。規模の経済性の存在は，生産量の増加とともに，生産物 1単位あたり
の設備費用負担が逓減することを意味する。そのため，各企業はより大きな
設備を所有してより大きな市場シェアを確保しようとするインセンティブが
存在する。
したがって，規模の経済性が存在する設備産業では「過当競争」や「破滅
的競争」が生じやすいことを理由として，免許制度や認可制度などの「参入
規制」や「設備規制」， そして基準運賃などの「料金規制」といった政府規
制が講じられてきた。タクシー，鉄道，航空部門などからなる交通産業でも
これらの規制が行われてきた。
しかし，効率的な企業経営や消費者の利益の観点からは，新たな企業が参
入できる可能性をとざさないことが重要である。参入を規制することが，高
い価格や悪い財・サーヴィスの質を消費者に押しつけることによって非効率
的な企業の存続を助けることになれば，資源配分の非効率性と所得分配の不
公平さをもたらすことになる。この点については，かつての国鉄運賃の相次
ぐ値上げが国鉄ばなれを引き起こして，国鉄の赤字解消につながらなかった
こと，国鉄の民営化によってそのサーヴィスの質的向上が実現されたことが
事例の一つとなる。
「コンテスタビリティの理論」によれば，たとえ規模の経済性のために一
つの財・サーヴィス市場が唯一の企業によって占有されていても，いくつか
の条件が満たされていれば，効率的な資源配分が達成される。独占が効率的
な資源配分を歪め，消費者に高い価格という負担をもたらすという主張は暗
黙のうちに参入障壁を仮定してきたからであり， 「参入規制」は人為的に参
入障壁を構築することに等しい。
市場がコンテスタプルであり，維持可能な産業構造が成立するため，いい
かえれば， 単一の企業によって市場が独占されていても， 資源配分の効率
性が確保されるために満たされていることが必要な条件は，以下の 5つであ
る。
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第 1に当該産業では提供されるサーヴィスが同質であり，消費者はいずれ
の企業の提供するサーヴィスについて無差別である。
第 2に，この産業の技術が周知であり，すべての企業が同一の費用条件で
生産できる。
第 3に，企業間の競争は価格をつうじて行われ，生産量や設備規模の競争
ではない。
第4に，この産業において参入や退出は自由であり，そして，参入や退出
の費用はゼロである。
第5に，新規参入に直面した場合，既存企業が価格を変更するには一定の
時間がかかる。ただし，これらの条件は近似的に成立していればよく，例え
ば，参入・退出に若干の費用がかかるのはかまわない。
さて，旅行の 1つの「アシ」である航空産業では，実際にどの程度これら
の条件が満たされているであろうか。
この点についてある研究は，第 1と第 5を除く他の諸条件は航空産業では
満たされていると結論づけている叫したがって航空産業の場合，「コンテス
タブル・マーケットの理論」の前提が完全に満たされているとはいえない。
しかし，璽要なことはコンテスタプルな市場が形成されないことが参入を規
制する理由とはなりえない点である。
ひるがえって考えてみると，航空産業においてどの程度規模の経済性が存
在するのであろうか。高橋 (1985)は我が国，航空産業における規模の経済
性の存在について統計的検証を試みている。その検証結果を要約すれば，以
下の 2点に絞られる。第 1に，日本の航空産業には企業規模の経済性が存在
するが， その源泉は飛行距離の長さや大型機の比率が高いことに求められ
る。第 2に， 「ネットワークの経済性」は「規模の経済性」に相当する効果
をもつことがありうる。ここでいうネットワークは複数の拠点からなる営業
ネットワークのことである。
3)詳しくは奥野他 (1989),106~108頁参照。
32(504) 第 39巻第 6 号
ところで， 「過当競争」や「破滅的競争」のもたらす社会的コストを強調
し，したがって規制を支持する人々は，競争の激化のもたらす品質の低下，
安全性の低下を強調する。安全性の低下については大規模な自由化を行った
最近のアメリカの経験から，懸念する必要がないことが立証されている。ま
た品質の低下については旅客にわかる形で行われるなら問題はない。という
のはこの場合，消費者はサーヴィスが悪くて安い運賃か，よいサーヴィスの
ために高い運賃かのいずれかの選択に直面することになる。消費者の合理的
な選択の自由が広がることはそれ自体消費者にとって利益となる。
参入規制については，以上のように論破できる。それでは料金規制につい
てはこれまでの議論からどのように考えられるであろうか。
当然のことながら「価格規制」を行う上では，当該産業の費用条件や需要
条件に関する情報が必要である。しかし，多くの場合，それらの情報につい
ては規制を課す主体である政府よりも，被規制主体である当該産業における
各企業の方がより知っていると考えられよう。「範囲の経済性」が働き， 需
要が一様でなく多種にわたっている場合には，それぞれの費用条件や需要構
造に応じた多様な料金体系の導入が望まれる。そのためには料金規制の弾力
化が必要となろう。
より一般的にいえば，規制がもたらす費用としてよく取り上げられるのは
「モラル・ハザード」（道徳的危険）である。我が国における典型的な事例
は金融機関のモラル・ハザードであろう。これは永年にわたる大蔵省・日銀
主導の金融行政がもたらしたといえよう。我が国では金利の自由化が94年10
月に完了し，預金者の「金利選好」が一段と進んだ。しかし，金融機関は倒
産しない， 預金は保護されると思い込んでいる預金者は決して少なくはな
い。預金者は金利をはじめサーヴィス内容で金融機関を選別してはいるが，
金融機関の「安全性」は行動原理にほとんど加えられていないといっても過
言ではない。そのような場合には，規制が一般的な安全性を保護させ産業全
体の費用を減少させるといった事は期待しえず，本来さけようとしていた危
険をかえって増大させることになる。
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皿．内外価格差の実態
内外価格差の実態を『物価レポート '94』をつうじてみてみよう。表 4は
東京とニューヨークの内外価格差を示している。これをみると，総合で1.41 
表 4 東京とニューヨークの内外価格差（平成5年 (1993年） 11月）
費 目 I 購（買円／力ド平ル）価 I 東ニ京ュのー内ヨ外ー価ク格に対差倍する
総 ムロ | 157 I 1. 41 
食 料 品 180 I 1. 62 
穀類及び同製品 216 1. 95 
肉 類 236 2.13 
生鮮食 ロロ 149 1. 34 
乳 卵 類 220 
I 
1. 98 
酒 類 173 1. 55 
耐 久 財 151 1. 36 
自 動 車 116 1.04 
家事用耐久財 217 1. 95 
娯楽用耐久財 184 1. 66 
被 服•履 物 182 1. 64 
洋 服 199 1. 79 
シャッ・下着類 167 1. 50 
そ の他商品 152 1. 37 
エネルギー・水道 208 1. 87 
運 輸・通 信 139 1. 25 
保 健・医 療 89 0.80 
教 ＝ 円 100 0.90 
家 賃 205 1. 84 
一般のサービス 123 1.11 
外 食 154 1. 38 
教養娯楽サービス 139 1. 25 
（資料）表3に同じ。
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倍の内外価格差が存在する。
さらに品目別では食料品，
39 巻
? ? ?
エネルギー，水道，家賃などで内外価格差が大
きい。食料品の中では穀類，肉類，乳卵類といった品目において東京の高価
格が目立っている。これを表3と対比させてみると，政府規制の強い分野ほ
ど内外価格差が大きいことが読みとれよう。次に産業別の価格水準と実質労
働生産性の関係をみると，政府規制の強い分野ほど生産性が低く，内外価格
差が大きいというリンケージが大ざっぱであるが見い出される（図 2参照）。
前節では政府規制の事例としてとりわけ交通産業を取り上げた。以下では
内外価格差の具体的な事例としてガソリンを考察しよう。
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（資料）加藤 (1994)。
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初めに，ガソリンスタンドの日米比較からは日本のガソリンスタンドの小
規模性がうかがえる（表5参照）。ガソリンスタンドの販売収入がとりわけ
小さいのは幾つかの理由が考えられる。第 1に，揮発油販売事業法や行政指
表5 ガソリンスタンド (SS)の日米比較（平成4年度）
総 数
1 s当たりの月間販売量 (kl)
日本
59,224 
70.6 
米国
207,406※ 
282 
※ うち，約半数がコンビニエンス・ストア等との兼業。
（資料）前表に同じ。
導によって給油事業の出店規制や営業規制が行われていること。第 2に，消
防法の規制によりセルフサーヴィスのガソリンスタンドの出店が不可能であ
ること。第 3に考えられるのは税金の高さであろう。そこでガソリン価格の
国際比較に目を転じると，確かに米国に比べると税金は高いが，税金がガソ
リン価格をひとり引き上げているのではないことが明瞭となる（図 3参照）。
原油コストにあっては内外でほとんど差はなく，内外コスト差を生み出し
図3 ガソリン価格の国際比較
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（資料）前表に同じ。
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ているのは石油精製コストや卸・小売の流通コストである。我が国では消防
法によりガソリンスタンドの保安・防災基準を厳格にしているので設備コス
トが割高となり，それが流通コストを押し上げている％
消防法による規制は「社会的規制」に属するが，これは社会的規制が経済
的にコスト・アップ要因となる一例にすぎない。そして，こうした価格設定
の背景には石油業法による石油精製産業への参入・設備や石油輸入業・石油
製品販売業に関する許可制・届出制などの規制が存在するのである。
w．政府規制とコスト・アップ
規制緩和が内外価格差縮小にどれほど貢献しうるかを考える上では，規制
の存在が価格上昇の要因の一つになっていることを検証することが肝要であ
る。
政府規制が財・サーヴィスの生産コストを上昇させ，高価格をもたらして
いるルートは大別して三つ考えられよう。第 1に流通コスト，第 2には土地
・建物コスト，第 3に中間投入コストである。これらの規制によるコスト上
昇は総じて労働生産性格差を広げ，内外価格差を発生させ，消費者利益の侵
害をもたらしている。とはいえ，農産物に多くみうけられるような価格安定
制度によって価格そのものが支持されているケースももちろん存在する。
具体的に規制との関連でいえば，例えば「大店法」による規制が価格競争
を阻害しているならば， それは流通コストの上昇につながる。 また，「道路
法」や「道路運送車両法」によって配送コストが押し上げられるなら，広範
囲な価格上昇の要因となろう。 またどちらかといえば社会的規制に属する
「建築基準法」，「労働安全衛生法」，「水道法」などが建築コストや土木工事
費を押し上げているかも知れない。さらには，石油製品価格，電気料金，建
築用資材などにかかわるさまざまな規制は中間投入コストを押し上げている
側面が指摘される。
4)詳しくは大和総研 (1994),p. 84参照。
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このように「経済的規制」のみならず， 「社会的規制」も広範囲かつ無視
しえない程度で内外価格差にかかわっている。そのうえ，個々の規制が特定
産業にのみかかわり，特定の品目の内外価格差を生み出しているにとどまら
ず，さまざまな分野において広く内外価格差を生み出している点は決して看
過できない5)0 
V.内外価格差縮少の経済効果
前節では，規制緩和による内外価格差縮少を総費用との関係で検討した。
次のステップとして，規制緩和による内外価格差縮少の日本経済に与える影
響について検討しよう。
まず第 1に，内外価格差の縮少によって得られる消費者余剰の増大が考え
られる。いいかえると，内外価格差是正によって実質所得が増大し，消費者
の購買力が増大するという利益が存在する。実際には，日本が所得水準の高
さの割に物価水準は突出している国である以上，この効果はなおさら強調さ
れよう（図4参照）。 この実質所得の増大は需要増となり， ニュービジネス
を生み，いわゆる経済の活性化に貢献するであろう。
第2に，先述の三つのコスト低下は規制産業のみならず広範囲な効果を発
揮するであろう。
第3に，内需の拡大，労働生産性の上昇とともに経済成長が高まれば，そ
れは政府にとって民営化による株の売却収入のような 1回限りの効果に比べ
れば，財政支出の軽減の上で持続的な効果を期待できよう。ちなみに，中谷
(1994)の試算によれば，規制緩和による消費者余剰の増加（補償変分）は
控え目に見積っても63兆円になるといわれる。
5)個々の政府規制が具体的にどのような価格差をもたらしているかについて類型的
な説明が加藤 (1994)で展開されている。
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